『2004年度長野県勤労者協議会連合会県政への提言と要望』への回答

                                                                                        （長野県総務部　所管分）

	ご　提　言　と　要　望
	回　　　　　答
	お問合せ先（回答課）

	１　市町村合併について

	①


	合併を選択しない町村の自律支援策の具体的内容は

国は合併しない・できない町村を、県が、あっせん・勧告する新たな措置を制度化しましたが、知事のご見解は。
	　県は合併を選択する・しないにかかわらず、全ての市町村が地方分権時代にふさわしい自律的な市町村自治を確立することが重要であるとの認識に立って、市町村の最大限の自助努力を前提に必要な支援を行います。

　具体的内容としましては、小規模市町村等のサポート体制として、住民の自主的な活動を活性化させる集落創生のための財政支援を実施しているほか、県が専門職員を派遣して参画する広域（町村）連合制度や専門分野における人的支援や市町村の事務を受託する特例事務支援制度等、事務事業の執行を補完する仕組みを構築していく予定です。

県と市町村との関係は、地方分権の確立に向けてともに自治を担う「対等・協力」のパートナーとして、自律的に地域づくりを進めていくことが何よりも重要であります。

また、市町村合併は自主的な合併を基本とすべきであり、各市町村においては地域における十分な議論・検討を行った上で、住民が主体的に選択できるように取り組んでいくことが重要と考えます。

したがいまして、県のあっせん・勧告については、今後策定される国の指針や合併の動向を見ながら慎重に考えてまいります。
	総務部市町村課

まちづくり支援室

まちづくり支援係

主査　福嶋　哲也

TEL 026-235-7139（直通）

FAX 026-232-2557
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machizukuri@pref.nagano.jp



	
	
	
	




































































